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個人消費
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名目賃金

図表３

2
（前年比、寄与度、％）

0

1

-1

0

-3

-2 所定内給与

所定外給与

-4

3 所定外給与

特別給与

-6

-5 名目賃金

（資料） 厚生労働省 3
（注）第1四半期：3～5月、第2：6～8月、第3：9～11月、第4：12～2月。2013/2Qは6～7月の前年同期比。
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消費者物価

図表４
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生産と産業活動
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各国の失業率

図表６
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各国の消費者物価指数（総合）
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需給ギャップと物価上昇率の関係
（フィリップス曲線）

図表８

（フィリップス曲線）

4
消費者物価指数（総合＜除く生鮮食品＞、前年比、％）

2

3 1983/1Q～2013/1Q
A

1

2

-1

0

B

-2

-1

2013/1Q

A:1983/1Q～1995/4Q

y = 0.28x + 1.1

B:1996/1Q～2013/1Q

y 0 28x + 0 3

-3

-9 -8 -7 -6 -5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 
需給ギャップ＜２四半期先行＞（％）

y = 0.28x + 0.3

8

（注）1. ○印は直近1年。
2. 消費者物価指数の前年比は、消費税調整済み。
3. 需給ギャップは、日本銀行調査統計局の試算値。

（資料）総務省、内閣府等

「量的・質的金融緩和」

図表９

量的 質的金融緩和」

強く明確なコミットメント強く明確なコミットメント

・ ２％の物価安定目標を、２年程度の期間を念頭に置いて

できるだけ早期に実現できるだけ早期に実現

量・質ともに次元の違う金融緩和量・質ともに次元の違う金融緩和

・ マネタリーベース：年間約60～70兆円の増加（２年間で２倍）マネタリ ベ ス：年間約60～70兆円の増加（２年間で２倍）

・ 長期国債の保有残高：年間約50兆円の増加（２年間で２倍以上）

・ 長期国債買入れの平均残存期間：７年程度へ（２倍以上）

ＥＴＦの保有残高 年間約１兆円の増加（２年間で２倍以上）・ ＥＴＦの保有残高：年間約１兆円の増加（２年間で２倍以上）
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マネタリーベースと長期国債保有残高の推移

図表10
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